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教育勅語から教育基本法へ 
From the Imperial Rescript on Education to the Fundamental Law of Education 












 思えば、明治 23 年 10 月 7 日には全文改正の小学校令が施行され、10 月 30 日には教育勅語が下
賜され、11 月 29 日には明治憲法が有効とされた。これらは、いわば三点セットであって、ここに
学校教育の基本が据えられたのである。 










 これより先、明治元年 6 月、大政奉還により太政大臣、左大臣、右大臣からなる太政官制が設け
られた。官名は同じであっても、その根拠は「政体書」であって、「令制」ではない。新太政官の布
達は、一般に対する「布告」と官庁内部に対する「達」に区分された。明治 5 年の「学制」は、太



















 ちなみに明治 41 年、日露戦争後の浮薄な民情に対して、戊申詔書が発せられている。内容が教育
勅語とほぼ同じ道徳的訓戒であるにもかかわらず、なぜこれが「詔書」とされたのかは分からない。























 昭和 16 年の第五期国定教科書以前は、文章の表記に当たり、書き出し及び改行の際一字下げとい
う欧文流のルールは、一般的ではなかった。法令も同様である。なお戦後、公用文の、書き出し及
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び改行のときの一字下げは、昭和 27 年 4 月の内閣官房長官の各省事務次官あて依頼通知という形で
明定された。 
― ◇ ― 
 私は文部省において、芳川文相に下賜された教育勅語の原本とされ、関東大震災の火災で半ば炭
化した黒い紙片を見たことがある。これは今、国立公文書館にあるという。 
 下賜の年の 12 月 13 日、文部省は直轄学校 24 校に、「睦仁」の御名の親署と御璽のけんせられた
金罫筆写の教育勅語を交付した。今日、東京大学に所蔵されているのはその一つであるが、芳川に
下賜された勅語原本と同じであろう。 


























② GHQ の覚書の「日本ノ教育制度ニ対スル管理政策」（昭和 20 年 10 月 22 日）にも、またいわゆ
る神道指令（同 20 年 12 月 15 日）にも、教育勅語に関する言及はない。 
③ 昭和 21 年 1 月 1 日の年頭の詔書（いわゆる天皇の人間宣言）にも、教育勅語への言及はない。
これに関する 1 月 4 日の文部大臣訓令も同様である。 
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④ 同 21 年 3 月の第一次アメリカ教育使節団の報告書は、新教育のあり方について述べはしたもの
の、教育勅語についてはその奉読の廃止にふれるのみであった。 















― ◇ ― 













昭和 21 年 9 月 20 日の教育刷新委員会第三回総会において、文部大臣の田中耕太郎は、次のよ





















































④ 同 23 年 6 月 25 日、文部省は右の国会両院の決議にしたがって、勅語、詔書等の謄本の返還を
求めた。 
その後、朝鮮戦争が起こり、時勢は激変した。中華人民共和国の成立、またコミンフォルムの
日共批判があった。第二次アメリカ教育使節団の報告書（25 年 9 月）は「極東において共産主義
に対抗する最大の武器の一つは、日本の啓発された選挙民である」と述べるに至った。単独か全
面かの講和論争もあった。 
― ◇ ― 













































う議論さえあった。明治 40 年には前文部総務長官の岡田良平が、また大正 2 年には文部次官の沢柳
政太郎が京大総長として送りこまれて、紛議を生じた。同 7 年、山川健次郎が学内の選挙に基づき
はじめて東大総長に任命された。同 8 年には森戸事件、昭和 8 年には瀧川事件、同 13 年には荒木文
相による人事刷新、同 14 年には平賀粛学があった。田中耕太郎らの世代は、その渦中にあった。官
立大学教官の人事の自主性は、その後慣習的に容認され、この理念が教育基本法第 6 条第 2 項の教
員の身分に関する規定となり、さらに教育公務員特例法となった（その後これらの規定は、国立大
学の法人化によって削除された。）。 
― ◇ ― 
 第二は、地方教育行政についての問題である。昭和 21 年 12 月の教育刷新委員会の第一回建議は、
「教育行政に関すること」として、次の建議を行っている。 
 一 教育行政は、左の点に留意して、根本的に刷新すること。 
  １ 従来の官僚的画一主義と形式主義との是正。 
  ２ 教育における公正な民意の尊重。 
  ３ 教育の自主性の確保と教育行政の地方分権。 
  ４ 各級学校教育の間及び学校教育と社会教育の間の緊密化。 
  ５ 教育に関する研究調査の重視。 














 １ 市町村機関 
  市町村教育委員会      市町村公民の選挙 
    ↓選任 
  市町村教育長        教育事務局 
 ２ 都道府県機関 
  都道府県教育委員会     都道府県公民の選挙 
    ↓選任 
  都道府県教育総長      教育事務局 
 ３ 地方機関 
  地方教育委員会       各府県教育委員 
    ↓選任 
  地方教育総長        教育事務局 
   




















ランス式の考え方はとらなかった（「理論」274、275、854-857 頁、「学制百年史」706 頁）。 
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にすぎない。 
































































 前記の問題は長い間、政府与党と野党の論争の的であり、ついに平成 18 年の全文改正となった（第
一次安倍内閣）。旧 10 条に代わる新 16 条は、当・不当の判断は、制定法によることを明らかにした
が、宗像にしても政府・与党にしても、その基本姿勢はいずれも法実証主義といえる。問題は、本
来法律になじまない理念をそのまま法律化したことに発するのである。 











 昭和 22 年春の、最後の帝国議会は、同年 5 月 3 日の新憲法の施行及びこれに伴う選挙（第一回参
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今は私くらいであろう。）。 





清水幾太郎は、昭和 26 年に、アメリカ教育使節団の報告書には 18 世紀思想以外のものは見出せ
ないといい（杉原、前掲 25 頁）、さらに 27 年に至って日教組の「教師の倫理綱領」の解説は、教育
基本法の個人の尊重や人格の完成は、18 世紀の個人主義にすぎないと切り捨てに至った。 









































平成 25 年は、明治 23 年に教育勅語が下賜されてから 120 年目になる。戦前の 70 年は、勅語はい
わば金科玉条であったが、戦後の 50 年はむしろ批判の対象であった。こうした時勢の変転を思うと、
教育の基本理念を勅語であれ、法律であれ、「公的に」、また「法的に」定めることの難しさに改め
て思い至るのである。私は、そのような「定め」がなくても、大きく混乱することはあるまいと思
う。教育理念の公定化もその時代の雰囲気による制約を免れず、したがってその法制化は一時の安
定に資するにしても、次の時代にはしっこくになり、次々に改正論を呼ぶ。私もまた教育の理念は、
弾力的で自由な論議を許すものであることが望ましく、本来法制化になじみ難いものと考える。 
 
 
